
  
平成３０年度事業報告書 

 

 

Ⅰ 会員の異動及び現在数 

 

会 員 別 平成30年3月31日 入会 退会 平成31年3月31日 増△減 

名 誉 会員 6 名 0 名 1 名 5 名 △ 1 名   

正 会 員 1,359 団体     9 団体   33 団体 1,335 団体 △24 団体 

特 別 会員 362 名  21 名  27 名 356 名 △  6 名 

賛 助 会員 567 社  7 社    14 社 560 社 △ 7 社   

計 2,294     37  75        2,256 △  38 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



  
Ⅱ 事 業 報 告 

 

 

１．水道の安全で安定した供給の継続を図るための事業(公益目的事業) 
１）水道用資機材の品質検査等(検査事業) 

検査事業委員会を2回、検査施行要項等専門委員会を1回開催した。 

主な検査用品の検査数量は、次のとおりである。 

品種 単位 検査数量 対前年度比 

鋳 鉄 直 管 トン      185,966 92% 

鋳 鉄 異 形 管 〃 41,747 93% 

塗 覆 装 鋼 管 直 管 〃        8,328 140% 

塗 覆 装 鋼 管 異 形 管 〃       6,925 94% 

亜 鉛 め っ き 鋼 管 〃        3,975 114% 

硬 質 塩 化 ビ ニ ル ラ イ ニ ン グ 鋼 管 〃        4,696 99% 

ポリエチレン粉体ライニング鋼管 〃        2,129 75% 

硬 質 塩 化 ビ ニ ル 管 〃        4,434 89% 

硬 質 塩 化 ビ ニ ル 管 継 手 個     43,949 26% 

ポ リ エ チ レ ン 管 トン       12,799 104% 

弁 栓 類 個      343,282 96% 

止 水 ・ 分 水 栓 類 〃      759,779 103% 

ゴ ム 類 〃 6,399,565 92% 

ボ ル ト ・ ナ ッ ト 本 12,633,656 92% 

 

また、本協会では、検査事業の一環として、工業標準化法に基づくＪＩＳ製品認証

を行う第三者登録機関として、平成17年11月に経済産業大臣より認定を受け業務を行

っている。 

   平成30年度は、既に本協会から認証を取得している工場等に対する維持審査業務を

中心として、50社の審査を行った。 

   なお、平成31年3月31日現在の認証取得者数は88社である。 

 

 

２）給水装置等の品質認証(認証事業) 

認証制度運営委員会を1回、認証審査委員会を1回開催した。 

認証登録品の登録件数及び品質確認を行った製品の数量は、次のとおりである。 



  
平成 30年度認証登録品登録件数 

(単位：件) 

 契約者数 登録件数 

品質確認方法別の内訳 審査基準別の内訳 

自社検査

方式 

抜取検査

方式 
基本基準 特別基準 

30年度末 325 1,466 707 759 1,323 143 

   給 水 用 具 等 273 1,392 633 759 1,323 69 

   資 機 材 等 17 27 27 0 0 27 

   薬 品 等 35 47 47 0 0 47 

 

平成 30年度品質確認数量 

    (単位：千個) 

区分 自社検査方式 抜取検査方式 合計 
(参考) 

平成 29年度実績 

給 水 管 1,475 36 1,511 1,724 

湯 沸 器 類 324 1 325 340 

家 電 機 器 類 2,596 6 2,602 2,812 

水 栓 類 1,252 131 1,383 1,492 

ボ ー ル タ ッ プ 類 202 9 211 241 

メーターユニット類 340 9 349 348 

バ ル ブ 類  5,521 521 6,042 5,720 

逆 流 防 止 装 置 205 32 237 267 

継 手 類 31,461 2,059 33,520 35,412 

洗 浄 弁 246 0 246 225 

水 撃 防 止 器 2 9 11 11 

水 栓 柱 222 15 237 232 

浄 水 器 305 110 415 383 

ユ ニ ッ ト 器 具 類 1,379 4 1,383 1,376 

そ の 他   349 67 416 485 

合計  45,879  3,009  48,888 51,068 

 

 

３）水道水質検査優良試験所規範(水道ＧＬＰ)の認定(審査登録事業) 

水道ＧＬＰ認定委員会を11回開催した。 

平成30年度の認定状況は、次のとおりである。 

① 新規認定検査機関   3箇所 

② 更新認定検査機関  40箇所 

③ 更新維持検査機関  32箇所 

認定検査機関の合計  138箇所 



  
※認定を行った水質検査機関については、水道協会雑誌及び本協会ホームページ

において公表している。 

 

 

４）水道施設管理技士資格の認定(審査登録事業) 

(１)３級認定・登録結果 

浄水施設管理技士      647名 

管路施設管理技士      260名 

浄水・管路両資格登録者 37名 

 

(２)１級・２級認定・登録結果 

① １級・２級資格試験実施概要 

実施時期 平成31年1月20日 

実施場所 全国7会場 

② １級・２級資格試験等 

  受験者 
合格者 

（登録者） 

特例申請者 

（登録者） 

１級浄水施設管理技士 157名 28名 7名 

２級浄水施設管理技士 490名 200名 3名 

１級管路施設管理技士 18名 2名 7名 

２級管路施設管理技士 184名 72名 2名 

計 849名 302名 19名 

 

 

５）専門書籍・協会雑誌・広報資料等の出版(出版事業) 

会誌編集委員会を10回、抄録委員会を10回開催した。 

平成30年度の主な出版物は、次のとおりである。 

図書名 部数 図書名 部数 

水道協会雑誌 月刊 5,300 水道統計(平成29年度版) 1,600 

水道料金表 1,700 水道研究発表会講演集 3,250 

 

 

 

 

 

 



  
６）水道関係研修会(研修事業) 

水道に関する技術部門、経営部門の研修会を次のとおり開催した。 

研修会名 回数 参加人員 時期 期間 会場 

新任水道事業管理者研修会 1回 52名 7月～8月 3日 市ヶ谷 

水道事業管理職事務研修会 2回 129名 8月 1回   2日 川口、大阪会館 

水道事業事務研修会（経営） 2回 145名 6月 
1回 

5日以内 
川口 

未納料金対策実務研修会 4回 207名 7月～10月 1回  2日 川口、大阪会館 

消 費 税 実 務 講 座 1回 80名 7月    2日 川口 

水 道 基 礎 講 座 4回 361名 5月 1回  3日 川口、大阪会館 

水 道 技 術 管 理 者 研 修 会 1回 148名 10月    2日 市ヶ谷 

水道技術管理者資格取得講習会  4回 314名 9月～12月 1回 15日 
市ヶ谷、川口、 

大阪会館、福岡市 

水 道 技 術 者 研 修 会 2回 150名 
11月～ 

  12月 

1回 

10日以内 
川口 

水道技術者専門別研修会 3部門 250名 1月～2月 1部門 5日 川口 

水道技術者ブロック別研修会 7回 527名 5月～6月 1回  2日 全国7会場 

漏 水 防 止 講 座 5回 233名 6月～9月 1回  3日 東京都、大阪市 

浄水場等設備技術実務研修会 9回 129名 5月～1月 1回  4日 東京都、大阪市 

配 管 設 計 講 習 会 9回 432名 7月～1月 1回  3日 全国7会場 

配 水 管 工 技 能 講 習 会 Ⅰ 87回 1,735名 4月～1月 1回  3日 全国14会場 

大 口 径 管 講 習 会 36回 784名 4月～2月 1回  2日 東京都、名古屋市 

更 新 講 習 会 ( 耐 震 ) 2回 5名 10月,12月 1日 川口、福岡市 

更 新 講 習 会 (大 口 径 管 ) 9回 320名 5月～3月 1回  1日 東京都 

水道施設耐震技術研修会 2回 179名 12月,2月 1回  3日 川口、大阪会館 

水 道 事 故 防 止 研 修 会  2回 92名 11月,2月 1回  1日 川口、大阪会館 

 

※  市ヶ谷：日本水道会館、川口：日本水道協会川口研修所、大阪会館：日本水道協会大阪会館、 

東京都：東京都水道局研修・開発センター、名古屋市：名古屋市上下水道局人材育成推進室技術

教育センター、大阪市：大阪市水道局体験型研修センター、福岡市：福岡市水道技術研修所 



  
７）国等が進める調査研究や国際貢献等の受託(受託事業) 

受託した主な業務は、次のとおりである。 

(１) 水道事業体等 

経営調査関係 2件 

 

(２)独立行政法人国際協力機構 

     課題別研修｢上水道施設技術総合｣コース 

 

 

８）水道に関する調査研究(調査研究事業) 

(１)平成30年度全国会議（第93回総会・水道研究発表会） 

平成30年10月24日～26日  開催地：福岡市 

  参加者数：来 賓     36名 

 会員等 3,302名 

① 第93回総会：会員提出問題の討議並びに功績者表彰を実施 

② 水道研究発表会：発表論文数 465編 

 

(２)運営会議 

水道に関する重要事項や諸課題について総合的な把握を行うとともに、その効

果的な課題解決に向けて審議するため、運営会議を3回開催した。  

   なお、会議終了後、平成31年度水道関係予算について要望するため、また、第

93回総会における会員提出問題の討議の結果、国に解決を求めるべきとされた問

題への対応のため、政府並びに国会議員に対して強力な陳情を実施した。 

 

(３)委員会 

事務常設調査委員会（専門委員会、ワーキングを含む） 9回 

工務常設調査委員会（専門委員会、部会を含む） 22回 

衛生常設調査委員会（専門委員会、部会を含む） 18回 

 

  (４)特別調査委員会 

地震等緊急時対応特別調査委員会（小委員会等を含む） 4回 

水道施設耐震工法指針・解説改訂特別調査委員会（小委員会等を含む） 2回 

 

(５)諸会議 

水道事業管理者協議会 2回 

水道技術管理者協議会 3回 

中小規模水道問題協議会 2回 

府県営水道連絡協議会 1回 

各地方支部・各支部協会事務担当者連絡会議 1回 

 



  
(６)広報活動 

第60回水道週間ポスターを作成し会員に配布するとともに、全国各地で開催さ

れた水道週間の各種行事に向けてパンフレット「みんなの水道２０１８」をはじ

めとする各種広報資料を作成した。 

 

(７)相談業務及び講師派遣 

法律・経営アドバイザー等による専門的な相談への対応のほか、電話等による

事務・技術に関する相談業務を行った。 

また、地方支部あるいは都府県支部等からの要請に基づき、会員主催の講習会、

研修会等の講師として延べ68名の職員を派遣した。 

 

  (８) 水道に関する様々な課題の解決に向けて、幅広い研究・開発に取り組み、水道

事業体や水道関連団体等と共同して、次のとおり調査・研究を実施した。 

    ① 広域化及び公民連携推進に係る調査研究 

      ② 業務指標(PI)に関する調査 

 

 (９) 広域的な大規模災害の発生が懸念される中、「地震等緊急時対応の手引き」に

基づく応援体制や受入体制が円滑に機能するかなどを確認するため、全国規模で

の応援訓練等を実施し、一層の連携強化を図った。 

  

(10) ＩＷＡ（国際水協会）世界会議・展示会の開催国委員会の構成団体として、会

議開催の準備、運営への助言を行うとともに、ワークショップの提案や展示ブー

スへの出展、会議関連情報の収集・発信等を実施した。 

 

  (11) 水道が直面する問題解決に向けた審議や、各種調査研究、並びに技術的・経営

的な知識習得のための研修をより効率的に行うため、地方支部、都府県支部等に

おいて地域の実情に応じた支部活動を実施した。 

 

 

２．所有不動産の賃貸(収益事業) 
本協会が所有する有形資産を活用することにより、公益目的事業のための財源の充実

を図ることを目的とし、日本水道会館等の一部を賃貸した。   

 

 

３．水道賠償責任保険(その他事業) 

  水道に起因する事故による損害賠償等のリスクを低減し、水道経営の安定性確保に資

するため、損害保険会社と団体保険契約を締結し、本協会会員が被保険者として加入で

きる水道賠償責任保険業務を実施した。 

 



  
 

４．功績者表彰(その他事業) 

  水道の普及に貢献のあった功労者等を、会員によって構成する功績者審査会等におい

て審査・決定のうえ、平成 30年度全国会議(於：福岡市)において表彰した。 

  (１)日本水道協会感謝状      1名 

(２)日本水道協会会長表彰   585名・4団体 

    ①功労賞           3名 

    ②特別賞           59名 

   ③有効賞               4名 

    ④勤続賞             519名 

    ⑤水道イノベーション賞  4団体 

 

 

５．管理部門 

１）第92回総会 

平成30年6月28日  会場：砂防会館別館 

出席社員数：出席社員 143会員、委任状提出社員 805会員  合計 948会員 

 

２）第93回総会 

平成30年10月24日  会場：福岡サンパレスホテル 

出席社員数：出席社員 274会員、委任状提出社員 738会員  合計 1,012会員 

 

 ３）役員会 

   理事会  6回(うち書面審議1回) 

   監事会  1回 

 

 

 


